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研究テーマ（発表タイトル） 

クラウドファンディングにおける行動選択の新たな可能性 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

 日本は非常に災害が多い国であり、従来であれば非営利団体や組織が寄付活動をおこなう。しかし近年では、新たな寄付の

形、クラウドファンディング（以下、CF）を用いた比較的小規模の寄付活動もおこなわれている。そこで本稿では寄付をおこなう

上でどのような行動を選択するのかを明らかにする。そのうえで、CF上で寄付をおこなう際の課題を解決し、プロジェクトを成功させ

る方法について言及する。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 CF とは、個人や企業等の機関が営利的、社会的プロジェクトを達成するために資金調達手段として用いる web サービスであ

る。その市場規模は年々拡大しており、地方自治体が利用するケースも増加している。CF のメリットとしては①透明性がある②

従来の寄付では実施が難しいミクロな寄付を集える③寄付によりリターンが受けられる、等が挙げられる。一方で、CF のデメリット

としては、①プロジェクトの目標金額が未達成の場合、プロジェクトが実施されないことが挙げられる。全てのプロジェクトが目標

金額に達成するということはなく、その成功率は半数程度である。つまり、CF において投資額を上昇させることはプロジェクトの成

功率の上昇につながると言える。 

 そこで私たちは、行動経済学の理論を使用することで成功率を上昇させられるのではないかと考えた。行動経済学とは、人間の

心理や、感情的な要素をベースとして分析されているものであり、人間は必ずしも合理的な行動をするわけではないという考えを

含めた経済学の分野である。寄付行動には数多くの先行研究が存在している。私達は人間の心理や行動が CF の投資額と関

係していると予想し、研究をおこなう。 

 

３．研究テーマの課題 

Alpizar et al.（2008)によると、寄付行動には２つの効果が働いていると述べられている。１つめは純粋な利他性である。

純粋な利他性とは、見返りを求めず相手の利益となる行動をとる利他性の一種である。２つめに互恵的利他性である。互恵的

利他性とは、寄付の際見返りがあることを期待して、相手の利益となる行動をとる利他性である。 

  List and Lucking-Reily(2002)によると、他人の寄付情報の提供は寄付したい気持ちを高めることが明らかにされている。



この研究ではそのことを同調効果と述べている。 

 上記２つの効果はいずれも CF ではなく従来の寄付をもとに研究されている。そのため私たちは２つの理論が CF においても作

用するために、以下に示す２つの仮説を考案した。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 Alpizar et al.( 2008)から、寄付型 CF に寄付する人々は純粋な利他性のために寄付行動をおこなうと考えられる。CF は

多くの場合リターンが設定されているが、震災型 CF では利他性によってリターンがなくても寄付が集められるため、リターンの設定

は寄付の収集において非効率的であると推測される。そこで以下の仮説を考案した。 

仮説１：寄付型 CF は純粋な利他性が発生するため、リターンの有無で寄付額がかわらない。 

  List and Lucking-Reily (2002)は同調効果により寄付額が上昇したことを示しているため、以下の仮説を考案した。 

仮説２：CF の成功率を上昇させるには、目標金額の達成率を示すことで同調効果を発生させるべきである。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

 本研究では、実験方法としてランダム化比較実験(以下RCT)を実施した。RCTとはまず特定の集団を、無作為に介入群と

対照群に分け、その後介入群には人為的に変化を与え、それらを比較し効果を測定する方法である。 

 具体的な調査方法としては、架空のCFを作成してアンケート調査をおこない、そのCFへ出資額について統計的に分析した。

アンケート内容は震災復興を目的とした震災型CFと、ビジネス型CFを模した2つの対照的なパターンを用意した。これにより、プ

ロジェクト内容と同調効果と利他性の関連性を検証することが可能である。そのうえで同調効果を検証するため、各アンケートに

資金達成度0％(対照群)と80％(介入群)に設定した。併せて利他性を検証するために、リターン無し(対照群)と有り(介入

群)に振り分けた。同時に各アンケートの回答者の属性も調査した。これら合計8パターンのアンケートを無作為に抽出した20代

から70代の男女411人を対象に、Googleフォームでアンケートを作成し、9月30日から2週間ほどの期間を用いて希望出資

額を調査した。仮に出資額の差に有意性がみられるならば、利他性と同調効果の働きだといえる。 

 

６．結果や今後の取り組み 

＜分析結果＞  

 アンケート調査の有効回答率は97.4％であった。アンケート調査から得られたデータをもとに、各パターンの間で平均出資額に

差があるかを統計的に検定した。そして出資額に対して年齢、性別、興味度の３つの属性で重回帰分析をおこなった。 

 



その結果、仮説１は立証された。一方で仮説２は立証されなかった。 

まず、寄付型CFの場合、同調効果に有意な差はみられず、また、リターンの有無によっても出資額に有意な差はみられなかっ

た。このことから、震災型CF（寄付型CF）では同調効果は出資額に影響を与えず、かつ、リターンの有無ではなく純粋な利他

性から寄付型CFへ出資される、ことが明らかとなった。一方でビジネス型CFでは、同調効果に有意な差がみられなかったが、リタ

ーンの有無によって出資額に有意な差が見られた。そのため出資額に対し互恵的利他性が働いたといえる。 

＜提言＞ 

上記の結果から震災型CFはリターンの有無にかかわらず平均投資額に差がなかったため純粋な利他性が働いていたといえる。

つまり、震災型CFはリターンの必要がないと言えるため、リターンの返礼品に費用を割かなくてもよい。そのため、その費用を復興

や新たなプロジェクトに費用をあてることができる。また、リターンを設定しないということはリターン分の資金を設定金額から省ける

ため、より低い設定金額でCFを行える。つまり、プロジェクトの成功率が上昇する可能性が考えられる。 

また重回帰分析の結果から、投資内容に関わらず、年齢が上がるにつれて投資額が下がることが言える。若者に関心が向く

ようなCFをすることにより、成功率が上がると考えられる。 
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